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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、記
載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３ 持分法を適用した場合の投資利益については、子会社及び関連会社がないため記載しておりません。 
４ 第52期中及び第53期中並びに第52期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益につきましては、希薄化効果を有して
いる潜在株式がないため記載しておりません。 

５ 第54期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益につきましては、１株当たり中間純損失であるため記載しておりませ
ん。 

６ 第54期中から純資産額の算定にあたり、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及
び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま
す。 

７ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

回次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 5,672,448 6,127,500 6,393,191 12,149,976 13,732,447 

経常利益 

又は経常損失（△） 
(千円) 52,541 174,991 △99,373 280,739 546,281 

中間(当期)純利益 

又は中間純損失（△） 
(千円) 54,721 184,032 △82,609 193,018 389,921 

持分法を適用した場合の
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 970,400 970,400 970,400 970,400 970,400 

発行済株式総数 (株) 6,278,400 6,278,400 6,278,400 6,278,400 6,278,400 

純資産額 (千円) 4,801,202 4,908,447 4,891,677 4,794,500 5,181,210 

総資産額 (千円) 7,938,969 7,754,938 8,113,956 7,823,194 8,455,472 

１株当たり純資産額 (円) 772.29 814.60 811.86 795.68 859.92 

１株当たり中間(当期) 
純利益又は１株当たり中
間純損失（△） 

(円) 8.80 30.54 △13.71 31.41 64.71

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― 64.62

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 23.00 25.00

自己資本比率 (％) 60.5 63.3 60.3 61.3 61.3 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 122,427 △ 252,315 △357,415 166,267 △40,775

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 11,519 △   5,466 △825,254 △26,217 △29,158

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △154,975 △ 133,685 193,214 △321,655 △141,765

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 2,588,639 2,036,595 1,226,908 2,428,062 2,216,363

従業員数 (名) 1,031 1,040 1,056 999 1,025 



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在の従業員数(就業人数)は1,056名であり、事業部門別の内訳は、システム開発事業部門974

名、システム製品販売等事業部門６名、共通部門76名であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、社員の親睦団体である「TDC友の会」を中心に労使のコミュニケーションを

図っており、労使関係は良好であります。 

  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、公共投資は減少傾向にありますが、企業収益が高水準を続けており、設備投資は引

き続き増加しているなど、緩やかに拡大しております。このような環境のもと、情報サービス産業におきましては、景気回復

を背景にソフトウェア投資は緩やかに増加しておりますが、人材が逼迫化していることや、投資効果に対する厳しい要求が強

まっていることなどから、収益性確保に向けた環境は依然として厳しい状況が続いております。 

このような状況の中で当社は、幅広い分野でのアライアンス関係の強化を積極的に推進しており、平成18年７月には、株式

会社セールスフォース・ドットコムのオンデマンドＣＲＭアプリケーション「Salesforce」を携帯電話で利用できるサービス

「MoobizSync 2.0 for AppExchange」の提供を開始いたしました。９月には、アジア航測株式会社との資本業務提携契約を締

結し、当社のモバイル技術や通信技術と、アジア航測の地理情報計測技術や地理情報システム（ＧＩＳ）に関する技術とを相

互に提供し、技術分野の拡大や新たなサービス分野の開発を推進しております。また、中央省庁のプロジェクトマネジメント

支援業務の委託やＣＩＯ補佐官業務の委嘱を受けるなど、プロジェクトマネジメントサービスの提供に積極的に取組んでおり

ます。 

企業基盤の強化に向けては情報セキュリティの強化に取組んでおり、６月には、ＩＳＭＳ認証基準（Ver2.0）の認証を取得

いたしました。 

事業の概況といたしましては、積極的な営業展開を実施し、金融システム関連分野、基盤技術関連分野を中心に受注が拡大

し、売上は計画に沿って推移しております。しかし、新規市場開拓に向けた戦略的案件への取組み拡大や一部案件で計画を上

回るコストが発生したこと、また、営業・企画機能の増強によるコスト増により、経常損益は当初予想を大きく下回ることと

なりました。 

これらの結果、当中間会計期間における売上高は 6,393百万円（前年同期比 4.3％増）、経常損益は 99百万円の損失（前年

同期は 174百万円の利益）、中間純損益は 82百万円の損失（前年同期は 184百万円の利益）となりました。 

  

事業別の概況は次のとおりであります。 

  

① システム開発 

（金融システム関連分野） 

金融システム関連分野全体の概況として、お客様のシステム化投資が活発化しております。これに伴い、法改正等、定

常的な案件が継続していることに加え、業務効率化、営業支援、戦略的な案件が増加し、受注、売上が拡大しました。ま

た、中長期的な受注拡大を狙い、システム共同化や基幹システムの再構築等への参画を果たしました。これらにより、金

融システム関連分野全体では、受注高、売上高共に前年同期を大幅に上回りました。 

（社会情報システム関連分野） 

公共分野においては、官公庁の最適化計画に伴うシステム開発案件が活発化しておりますが、一部案件の立ち上がりが

遅れており、受注高、売上高共に前年同期を下回りました。産業分野においては、製造・流通分野のシステム化投資が活

発化しており、経営改善・効率化案件等の引き合いが増加しております。当社としても新規顧客の獲得、最新技術による

開発、オフショア開発等へ積極的に取組んでおります。その結果、受注高は前年同期を大幅に上回り、売上高はほぼ前年

同期並みとなりました。これらにより、社会情報システム関連分野全体では受注高は前年同期を上回りましたが、売上高

は前年同期を下回りました。 

（先端技術関連分野） 

基盤技術分野においては、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）構想への対応が始まり、ネットワーク関連分野の受注が大幅

に拡大しました。また、ファームバンキングシステム、携帯電話アプリケーションシステム、携帯電話組込みシステム等

の受注も増大し、受注高、売上高共に前年同期を大幅に上回りました。ソリューション分野では、ＥＲＰ、ＣＲＭ等パッ

ケージの需要が高まっており、ＥＲＰシステムのモバイル連携等、当社独自の技術力を生かしたソリューションや他社と

のアライアンスビジネスが拡大しております。その結果、受注高、売上高共に前年同期を大幅に上回りました。これらに

より、先端技術関連分野全体では、受注高、売上高共に前年同期を大幅に上回りました。 

  

これら結果、システム開発における当中間期の受注高は5,886百万円（前年同期比 22.5％増）、売上高は 6,282百万円

（前年同期比 4.3％増）となりました。 

  

② システム製品販売等 

モバイル関連分野では、携帯電話を活用したＡＳＰサービス「HANDy TRUSt」に次いで、緊急通報システム「Handy 

Express」の販売が拡大しております。また、「MoobizSync 2.0 for AppExchange」の提供開始をはじめ、他社製品との連

携によりサービスの充実を図り、官公庁、自治体、民間企業からの受注を拡大しております。 

この結果、システム製品販売等における当中間期の受注高は134百万円（前年同期比 38.2％増）、売上高は110百万円

（前年同期比 6.1％増）となりました。 



  

  (注) 当社の消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）に係る会計処理は、税抜方式によっているため、「第２ 

事業の状況」に記載した金額には消費税等は含まれておりません。 

  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前期末と比較して 989百万円減少し、 1,226百万円となりました。各

キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間末の税引前中間純損失は 115百万円となりました。また、当下半期の売上に対応するたな卸資産の増加 

735百万円、法人税等の支払い 142百万円がありましたが、売上債権の減少 876百万円等がありました。これらの結果、

営業活動によるキャッシュ・フローは △357百万円（前年同期 △252百万円）となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

利息及び配当金の受取り 8百万円がありましたが、抵当証券の増加として 500百万円、アライアンス関係強化等のため

の投資有価証券の取得による支出 322百万円等があり、投資活動によるキャッシュ・フローは △825百万円（前年同期 

△5百万円）となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

短期借入金の増加 350百万円、配当金の支払い 150百万円の支出があったこと等により、財務活動によるキャッシュ・

フローは 193百万円（前年同期 △133百万円）となりました。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 (注) 金額は、製造原価によっております。 

  

(2) 受注実績 

当中間会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 (注) 金額は、販売価格で記載しております。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 (注) 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 生産高(千円) 前年同期比(％) 

システム開発 5,283,164 ＋ 8.5 

システム製品販売等 112,207 ＋ 28.0 

合計 5,395,372 ＋ 8.9 

事業部門 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

システム開発 5,886,815 ＋ 22.5 7,017,775 ＋ 13.5 

システム製品販売等 134,700 ＋ 38.2 40,374 ＋ 48.1 

合計 6,021,516 ＋ 22.8 7,058,150 ＋ 13.6 

事業部門 金額(千円) 前年同期比(％) 

システム開発 6,282,758 ＋ 4.3 

システム製品販売等 110,432 ＋ 6.1 

合計 6,393,191 ＋ 4.3 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 1,133,593 18.5 723,767 11.3

富士通㈱ 700,390 11.4 668,743 10.5

㈱エヌ・ティ・ティ・データ・フロンティア 628,516 10.3 650,767 10.2



３ 【対処すべき課題】 

近年、社会経済全体がＩＴの活用や利用拡大に向けた活発な動きを見せており、情報サービス産業はユビキタスネットワー

ク社会に対応した新たなＩＴサービスの構築など、ビジネスモデルの転換が必要となってきております。 

このような環境の中で当社は、主軸であるシステム開発事業の拡大とともに顧客満足度の高いビジネスの創出に努めていく

ことが重要であると認識しております。 

当社が対処すべき課題は次のとおりです。 

① 顧客ニーズを的確に捉えるとともに当社のコア・コンピタンスを生かした提案活動の実施 

② 徹底した生産性や品質向上の追求 

③ 新規ビジネスへの積極的な投資や事業の高付加価値化の推進 

④ 主体的なビジネス展開に必要な専門性とマネジメント力を兼ね備えた人材の育成 

⑤ 環境の変化にスピーディに対応できる経営体制の強化やコンプライアンスの徹底による 

リスクマネジメントの充実 

また、ビジネスの領域拡大や新規事業分野への進出は喫緊の課題であると認識しております。この課題に対しては、当社の

優位性だけではなく他社の優位性も融合した取組みが必要であり、幅広い分野でのアライアンスを積極的に推進しておりま

す。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

 当社は、平成18年９月にアジア航測株式会社（本社：東京都新宿区）と、当社のコア・コンピタンスであります位置、時

間、写真等を活用するモバイル技術や通信技術、業務やコンテンツのシステム化に関する技術と、同社の持つ高度な地形及び

地理情報計測技術やそれにより蓄積した情報、ＧＩＳに関する技術とを相互に提供し、技術分野の拡大や新たなサービス分野

の開発を推進するため、資本提携及び業務提携契約を締結しております。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は、情報技術の高度化やその適用・利用分野の拡大等を目指し、新技術の研究開発・調査や新市場・新分野を開拓する

ための実験・実用化研究を、先端技術ビジネス本部を中心に推進しております。 

また、長年にわたる情報・ネットワーク分野における技術力を背景として、今後ともお客様のニーズに積極的に応えるた

め、必要に応じて研究開発費等の技術投資を行う方針であります。 

主な研究課題は次のとおりであります。 

① ＡＳＰサービス 

② ネットワークサービス 

③ ＥＲＰパッケージ 

④ モバイルサービス 

研究成果としては、新技術の適用による顧客への情報化提案や受注案件に対する適用等により実現する他、移動体位置情報

サービス「Vehicle Chaser」、カメラ付き携帯電話を利用した情報管理サービス「HANDy TRUSt（ハンディトラスト）」、災

害等緊急時の同報連絡を携帯電話のアプリ機能とＷｅｂ機能を用いて簡単に実現する「Handy Express（ハンディエクスプレ

ス）」等、ＡＳＰサービスの多様化を図っております。 

また、平成18年７月には、汎用機では一般的なファイルの照合・修正機能等を、オープンマシンでプログラミングすること

なく実現できるツール「楽照名人（らくしょうめいじん）」の販売を開始いたしました。 

なお、当中間会計期間におけるシステム開発事業とシステム製品販売等事業に共通する研究開発費の金額は、41,027千円で

あります。 

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 提出日現在の発行数には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までのストックオプション制度の新株予約権の権利

行使により発行された株式数は、含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 25,000,000 

計 25,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 6,278,400 6,278,400
東京証券取引所
市場第一部 

― 

計 6,278,400 6,278,400 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりでありま

す。 

  

株主総会の特別決議日(平成15年６月27日) 

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個)    921 (注)１    921 (注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 92,100 92,100 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
1,209
(注)２ 

同左 

新株予約権の行使期間 
  平成16年６月28日～
  平成19年６月27日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

  発行価格  1,209
  資本組入額  605 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
（以下「新株予約権者」とい
う。）は、権利行使時において
も当社の取締役または従業員で
あることを要する。ただし、新
株予約権者が当社監査役に選任
され、または子会社・関連会社
の取締役、監査役もしくは従業
員に選任・採用された場合、当
該新株予約権者は、その在任・
在職中に限り、自己に発行され
た新株予約権を行使することが
できる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の質入れ、相続その
他一切の処分は認めない。な
お、新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 



  

  

  

（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 新株予約権発行日以降、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合(時価発行として行う公募増

資、新株予約権ならびに新株引受権の行使に伴う株式の発行を除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。 

株主総会の特別決議日(平成16年６月29日) 

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個)    942 (注)１    942 (注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 94,200 94,200 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
1,064
(注)２ 

同左 

新株予約権の行使期間 
  平成17年６月30日～
  平成20年６月29日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

  発行価格  1,064
  資本組入額  532 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
（以下「新株予約権者」とい
う。）は、権利行使時において
も当社の取締役または従業員で
あることを要する。ただし、新
株予約権者が当社監査役に選任
され、または子会社・関連会社
の取締役、監査役もしくは従業
員に選任・採用された場合、当
該新株予約権者は、その在任・
在職中に限り、自己に発行され
た新株予約権を行使することが
できる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の質入れ、相続その
他一切の処分は認めない。な
お、新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

株主総会の特別決議日(平成17年６月29日) 

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個)    954 (注)１    954 (注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 95,400 95,400 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
1,008
(注)２ 

同左 

新株予約権の行使期間 
  平成18年６月30日～
  平成21年６月29日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

  発行価格  1,008
  資本組入額  504 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
（以下「新株予約権者」とい
う。）は、権利行使時において
も当社の取締役または従業員で
あることを要する。ただし、新
株予約権者が当社監査役に選任
され、または子会社・関連会社
の取締役、監査役もしくは従業
員に選任・採用された場合、当
該新株予約権者は、その在任・
在職中に限り、自己に発行され
た新株予約権を行使することが
できる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の質入れ、相続その
他一切の処分は認めない。な
お、新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後 調整前 新規発行前の時価 



上記の算式において「既発行株式数」とは、当社発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自

己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の時価」を「処分前の

時価」に読み替えるものとする。 

また、新株予約権発行日以降、株式の分割または併合が行われる場合、行使価額は分割または併合の比率に応じ比例的

に調整されるものとし、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３ 新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失

した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。 

  

行使価額 ＝ 行使価額 × 既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

（注）当社は自己株式253,120株（4.03％）を所有しておりますが、上記の大株主からは除いております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

― 6,278,400 ― 970,400 ― 242,600

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

有限会社野﨑事務所 東京都杉並区永福２丁目９―17 766 12.20 

有限会社エンジェル二十一 東京都杉並区永福２丁目９―17 311 4.96 

野 崎   聡 東京都杉並区 290 4.62 

TDC社員持株会 東京都渋谷区千駄ヶ谷５丁目33―６ 280 4.47 

藤 井 吉 文 千葉県船橋市 267 4.26 

株式会社みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社) 

東京都千代田区内幸町１丁目１―５
(東京都中央区晴海１丁目８―12 晴海アイ
ランドトリトンスクェアZ棟) 

192 3.06

野 崎   哲 東京都世田谷区 175 2.79 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８―11 116 1.85

松 井 秀 夫 千葉県千葉市美浜区 110 1.77 

水 谷 眞 一 神奈川県中郡大磯町 102 1.62 

計 ― 2,612 41.6 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれており、当該株式に係る議決権５個を

議決権の数から控除しております。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式20株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式   253,100 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  5,981,500 59,810 ― 

単元未満株式 普通株式    43,800 ― 一単元(100株)未満株式 

発行済株式総数 6,278,400 ― ― 

総株主の議決権 ― 59,810 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
ティーディーシーソフト 
ウェアエンジニアリング 
株式会社 

東京都渋谷区千駄ヶ谷 
五丁目33番６号 

253,100 ― 253,100 4.0

計 ― 253,100 ― 253,100 4.0 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,258 1,193 1,042 983 1,040 1,026 

最低(円) 1,137 1,000 930 883 930 914 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより

中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

 １ 現金及び預金   1,936,657    1,226,908   2,216,363    

 ２ 売掛金   2,674,458    2,584,651   3,461,239    

 ３ 仕掛品   705,223    1,144,178   408,608    

 ４ 貯蔵品   2,365    1,921   2,067    

 ５ 繰延税金資産   444,751    548,842   443,920    

 ６ 抵当証券   ―    500,000   ―    

 ７ その他   225,501    153,292   105,669    

   貸倒引当金   △1,476    △1,188   △1,910    

    流動資産合計     5,987,481 77.2  6,158,606 75.9   6,635,958 78.5

Ⅱ 固定資産                

 １ 有形固定資産 ※１ 99,497    97,977   96,074    

 ２ 無形固定資産   187,159    140,982   162,641    

 ３ 投資その他の資産                

  (1) 投資有価証券   703,744    1,005,410   817,581    

  (2) 繰延税金資産   175,737    117,147   144,610    

  (3) 差入保証金   583,685    579,257   583,685    

  (4) その他   17,632    14,574   14,920    

   投資その他の資産合計   1,480,799    1,716,390   1,560,797    

    固定資産合計     1,767,456 22.8  1,955,349 24.1   1,819,513 21.5

    資産合計     7,754,938 100.0  8,113,956 100.0   8,455,472 100.0

            



  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 
(負債の部)                     

Ⅰ 流動負債                

１ 買掛金   707,082    1,001,529   954,561    

２ 短期借入金   292,000    642,000   292,000    

３ 未払金   289,496    298,514   300,824    

４ 未払費用   886,077    857,359   901,338    

５ 未払法人税等   49,481    16,882   156,885    

６ 役員賞与引当金   ―    ―   25,000    

７ 受注損失引当金   38,450    50,932   21,230    

８ その他   83,555    47,214   123,871    

流動負債合計     2,346,143 30.3  2,914,433 35.9   2,775,712 32.8

Ⅱ 固定負債                

１ 長期未払金   339,585    307,845   337,786    

２ 役員退職慰労引当金   160,762    ―   160,762    

固定負債合計     500,348 6.4  307,845 3.8   498,548 5.9

負債合計     2,846,491 36.7  3,222,278 39.7   3,274,261 38.7

                 

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     970,400 12.5  ― ―   970,400 11.5

Ⅱ 資本剰余金                

１ 資本準備金   242,600    ―   242,600    

２ その他資本剰余金   598,429    ―   598,432    

資本剰余金合計     841,029 10.9  ― ―   841,032 10.0

Ⅲ 利益剰余金                

１ 任意積立金   2,700,000    ―   2,700,000    

２ 中間(当期)未処分利益   475,001    ―   680,891    

利益剰余金合計     3,175,001 40.9  ― ―   3,380,891 40.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金     130,282 1.7  ― ―   197,632 2.3

Ⅴ 自己株式     △208,266 △2.7  ― ―   △208,745 △2.5

資本合計     4,908,447 63.3  ― ―   5,181,210 61.3

負債資本合計     7,754,938 100.0  ― ―   8,455,472 100.0

                 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金         970,400 12.0      

２ 資本剰余金                

(1) 資本準備金        242,600        

(2) その他資本剰余金        598,454        

資本剰余金合計         841,054 10.4      

３ 利益剰余金                

その他利益剰余金                

別途積立金        2,900,000        

繰越利益剰余金        247,651        

利益剰余金合計         3,147,651 38.8      

４ 自己株式         △208,713 △2.6      

株主資本合計         4,750,391 58.6      

Ⅱ 評価・換算差額等                

その他有価証券 
評価差額金 

        141,286 1.7      

評価・換算差額等合計         141,286 1.7      

純資産合計         4,891,677 60.3      

負債純資産合計         8,113,956 100.0      
            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記

番号 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円)

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     6,127,500 100.0  6,393,191 100.0   13,732,447 100.0

Ⅱ 売上原価     4,955,193 80.9  5,395,372 84.4   11,128,130 81.0

   売上総利益     1,172,306 19.1  997,818 15.6   2,604,316 19.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,006,242 16.4  1,106,628 17.3   2,062,777 15.0

営業利益 
又は営業損失（△）     166,064 2.7  △108,810 △1.7   541,539 4.0

Ⅳ 営業外収益 ※１   14,960 0.2  15,310 0.2   18,412 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   6,032 0.0  5,873 0.1   13,671 0.1

経常利益 
又は経常損失（△）     174,991 2.9  △99,373 △1.6   546,281 4.0

Ⅵ 特別利益 ※３   141,822 2.3  721 0.0   141,418 1.0

Ⅶ 特別損失 ※４   ― ―  17,099 0.2   781 0.0

税引前中間(当期)純利益 
又は税引前中間純損失
（△） 

    316,814 5.2  △115,751 △1.8   686,918 5.0

法人税、住民税 
及び事業税   32,282   5,661 210,743   

法人税等調整額   100,499 132,782 2.2 △38,803 △33,141 △0.5 86,252 296,996 2.2

中間(当期)純利益 
又は中間純損失（△）     184,032 3.0  △82,609 △1.3   389,921 2.8

前期繰越利益     290,969       290,969  

中間(当期)未処分利益     475,001       680,891  

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本準備金 
その他資本

剰余金 

資本剰余金

合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 970,400 242,600 598,432 841,032 2,700,000 680,891 3,380,891 △208,745 4,983,578 

中間会計期間中の変動額                   

 別途積立金の積立（注）       ― 200,000 △200,000 ―   ― 

 剰余金の配当（注）       ―   △150,630 △150,630   △150,630 

 中間純損失       ―   △82,609 △82,609   △82,609 

 自己株式の取得       ―     ― △100 △100 

 自己株式の処分     21 21     ― 131 153 

株主資本以外の項目の中間 
  会計期間中の変動額(純額)       ―     ―   ― 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） ― ― 21 21 200,000 △433,239 △233,239 31 △233,186 

平成18年９月30日残高（千円） 970,400 242,600 598,454 841,054 2,900,000 247,651 3,147,651 △208,713 4,750,391 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 197,632 197,632 5,181,210 

中間会計期間中の変動額       

 別途積立金の積立（注）   ― ― 

 剰余金の配当（注）   ― △150,630 

 中間純損失   ― △82,609 

 自己株式の取得   ― △100 

 自己株式の処分   ― 153 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △56,346 △56,346 △56,346 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △56,346 △56,346 △289,533 

平成18年９月30日残高(千円) 141,286 141,286 4,891,677 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

区分 
注記

番号 
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

１ 税引前中間(当期)純利益 

又は税引前中間純損失（△） 
  316,814 △115,751 686,918 

２ 減価償却費   30,378 31,931 61,210 

３ 役員賞与引当金の増減額(減少：△)   ― △25,000 25,000 

４ 受注損失引当金の増減額(減少：△)   △16,850 29,702 △34,070 

５ 退職給付引当金の増減額(減少：△)   △833,089 ― △833,089 

６ 役員退職慰労引当金の増減額 

(減少：△) 
  △200 △160,762 △200 

７ 受取利息及び受取配当金   △7,641 △9,134 △9,339 

８ 支払利息   6,032 5,873 13,671 

９ 売上債権の増減額(増加：△)   47,577 876,587 △739,203 

10 たな卸資産の増減額(増加：△)   △332,419 △735,423 △35,506 

11 仕入債務の増減額(減少：△)   1,944 46,968 249,423 

12 未払金の増減額(減少：△)   528,122 △32,251 556,351 

13 未払費用の増減額(減少：△)   40,235 △43,986 70,688 

14 未払消費税等の増減額(減少：△)   18,178 △80,571 57,707 

15 その他   △129,968 △3,789 △115,846 

   小計   △330,885 △215,605 △46,286 

16 法人税等の支払額   △4,663 △142,090 △77,722 

17 法人税等の還付額   83,234 280 83,234 

  営業活動による 

  キャッシュ・フロー 
  △252,315 △357,415 △40,775 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

１ 有形固定資産の取得による支出   △7,082 △15,125 △32,997 

２ 無形固定資産の取得による支出   △5,440 △867 △8,897 

３ 投資有価証券の取得による支出   △13,255 △322,082 △13,536 

４ 投資有価証券の売却による収入   13,537 ― 13,537 

５ 従業員に対する貸付けによる支出   △1,202 △4,610 △1,962 

６ 従業員に対する貸付金の回収 

  による収入 
  5,287 4,293 10,311 

７ 抵当証券の増減額（純額）   ― △500,000 ― 

８ 利息及び配当金の受取額   7,641 8,710 9,338 

９ その他   △4,951 4,427 △4,951 

  投資活動による 

  キャッシュ・フロー 
  △5,466 △825,254 △29,158 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１ 短期借入金の増減額(純額)   11,000 350,000 11,000 

２ 自己株式の取得による支出   △195 △100 △690 

３ 利息の支払額   △6,077 △6,207 △13,682 

４ 配当金の支払額   △138,590 △150,630 △138,590 

５ その他   177 153 197 

  財務活動による 

  キャッシュ・フロー 
  △133,685 193,214 △141,765 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 

  (減少：△) 
  △391,467 △989,455 △211,699 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   2,428,062 2,216,363 2,428,062 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末 

  (期末)残高 
※1 2,036,595 1,226,908 2,216,363 

          



  
中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及
び評価方法 

(1) 有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 
   中間決算末日の市場
価格等に基づく時価法
によっております。な
お、評価差額は全部資
本直入法により処理
し、売却原価は移動平
均法により算定してお
ります。 

  時価のないもの 
   移動平均法による原
価法によっておりま
す。 

(1) 有価証券
 その他有価証券 
 時価のあるもの 
中間決算末日の市場

価格等に基づく時価法
によっております。な
お、評価差額は全部純
資産直入法により処理
し、売却原価は移動平
均法により算定してお
ります。 

  時価のないもの 
同左 

(1) 有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 
   決算末日の市場価格
等に基づく時価法によ
っております。なお、
評価差額は全部資本直
入法により処理し、売
却原価は移動平均法に
より算定しておりま
す。 

  時価のないもの 
同左 

  (2) たな卸資産 
 ①仕掛品 
  個別法による原価法に
よっております。 

(2) たな卸資産
 ①仕掛品 

同左 
  

(2) たな卸資産 
 ①仕掛品 

同左 

   ②貯蔵品
  最終仕入原価法によっ
ております。 

②貯蔵品
同左 

  

②貯蔵品 
同左 

  

２ 固定資産の減価償
却の方法 

(1) 有形固定資産 
  定率法によっており
ます。なお、耐用年数
は建物が３～65年、工
具、器具及び備品が３
～20年であります。 

(1) 有形固定資産
同左 

(1) 有形固定資産 
同左 

  (2) 無形固定資産 
  自社利用ソフトウェ
アについて、社内にお
ける利用可能期間(５
年)に基づく定額法によ
っております。 

(2) 無形固定資産
同左 
  

(2) 無形固定資産 
同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
  債権の貸倒れによる
損失に備えるため、一
般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権に
ついては個々に回収可
能性を検討し、回収不
能見込額を計上してお
ります。 

(1) 貸倒引当金
同左 
  

(1) 貸倒引当金 
同左 

  ――――― ―――――
  

(2) 役員賞与引当金 
取締役の賞与支給に
備えるため、支給見込
額を計上しておりま
す。 

（追加情報） 
役員賞与は、従来、
株主総会の利益処分案
承認決議により未処分
利益の減少として会計
処理しておりました
が、当事業年度から、
「役員賞与の会計処理
に関する当面の取扱
い」（企業会計基準委
員会 実務対応報告第13
号）に基づき、発生時
に会計処理することと
しております。 
この結果、従来の方
法に比較して、営業利
益、経常利益及び税引
前当期純利益がそれぞ
れ25,000千円減少して
おります。 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (2) 受注損失引当金 

受注契約に係る将来

の損失に備えるため、

当中間会計期間末にお

ける受注契約に係る損

失見込額を計上してお

ります。 

(2) 受注損失引当金 

同左 

(3) 受注損失引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

――――― 

  

（追加情報） 

当社は、確定拠出年

金法の施行に伴い、平

成17年4月に退職給付制

度の改定を実施し、退

職一時金制度及び適格

退職年金制度から退職

金前払い制度及び確定

拠出年金制度に移行

し、「退職給付制度間

の移行等に関する会計

処理」（企業会計基準

適用指針第1号）を適用

しております。また、

これに伴い退職給付信

託の設定を解除してお

ります。 

本移行に伴い、特別

利益として退職給付制

度移行利益141,418千円

を計上しております。 

――――― (4) 退職給付引当金 

――――― 

  

（追加情報） 

当社は、確定拠出年

金法の施行に伴い、平

成17年4月に退職給付制

度の改定を実施し、退

職一時金制度及び適格

退職年金制度から退職

金前払い制度及び確定

拠出年金制度に移行

し、「退職給付制度間

の移行等に関する会計

処理」（企業会計基準

適用指針第1号）を適用

しております。また、

これに伴い退職給付信

託の設定を解除してお

ります。 

本移行に伴う影響額

は 特 別 利 益 と し て

141,418千円計上してお

ります。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の

支出に備えるため、役

員退職慰労金に関する

内規に基づく中間期末

要支給額を計上してお

ります。なお、役員の

報酬制度の見直しを行

った結果、平成16年６

月29日開催の定時株主

総会の日をもって、役

員退職慰労金の積立を

停止しました。これに

より、同日以降につい

ては引当金計上を行っ

ておりません。 

(3) 役員退職慰労引当金 

――――― 

  

（追加情報） 

当社は、平成16年６

月29日開催の第51回定

時株主総会において、

役員退職慰労金制度を

廃止することを決議

し、また平成18年６月

29日開催の第53回定時

株主総会において、在

任取締役及び監査役に

対し平成16年６月まで

の在任期間に対応する

役員退職慰労金を打ち

切り支給することを決

議いたしました。これ

に伴い、平成16年６月

末の役員退職慰労金の

未支給額を長期未払金

に振替えております。

なお、当中間会計期間

末の長期未払金に含ま

れる役員退職慰労金未

支給額は139,312千円で

あります。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の

支出に備えるため、役

員退職慰労金に関する

内規に基づく期末要支

給額を計上しておりま

す。なお、役員の報酬

制度の見直しを行った

結果、平成16年６月29

日開催の定時株主総会

の日をもって、役員退

職慰労金の新規の積立

を停止しました。これ

により、同日以降につ

いては引当金計上を行

っておりません。 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同左 

  

同左 

  

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 手許現金、要求払預金

及び取得日から３ヵ月以

内に満期日又は償還日の

到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からな

っております。 

同左 

  

同左 

  

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理につ

いて 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。な

お、仮受消費税等と仮払

消費税等の中間期末残高

の相殺後の金額は、流動

負債の「その他」に含め

ております。 

消費税等の会計処理につ

いて 

同左 

  

消費税等の会計処理につ

いて 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。 



    
中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当中間会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

これまでの「資本の部」の合計

に相当する金額は4,891,677千円

であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間財務諸表は、改正後の中間

財務諸表等規則により作成してお

ります。 

――――― 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

（中間貸借対照表） 

流動資産における「繰延税金資産」は前中間会計期

間まで「その他」に含めて表示していましたが、当中

間会計期間末において資産の総額の100分の５を超え

たため区分掲記しました。 

なお、前中間会計期間末の「その他」に含まれてい

る「繰延税金資産」は303,923千円であります。 

――――― 

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

営業活動によるキャッシュ・フローの「未払金の増

減額」は、前中間会計期間まで「その他」に含めて表

示しておりましたが、当中間会計期間において金額的

重要性が増したため区分掲記しております。 

なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている

「未払金の増減額」は△30,546千円であります。 

――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額
138,210千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額
134,936千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
144,466千円 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要項目 
受取利息 2,529千円
受取配当金 5,112千円
保険配当金 697千円
受取手数料 1,531千円
投資有価証券売却益 4,813千円
  

※１ 営業外収益のうち主要項目
受取利息 1,598千円
受取配当金 7,535千円
保険配当金 3,931千円
受取手数料 1,474千円
投資有価証券売却益 408千円
  

※1 営業外収益のうち主要項目 
受取利息 3,358千円
受取配当金 5,980千円
保険配当金 697千円
受取手数料 3,147千円
投資有価証券売却益 4,813千円

※２ 営業外費用のうち主要項目 
支払利息 6,032千円
  

※２ 営業外費用のうち主要項目
支払利息 5,873千円

※２ 営業外費用のうち主要項目 
支払利息 13,671千円

※３ 特別利益のうち主要項目 

退職給付制度 
移行利益 

141,418千円
 

※３ 特別利益のうち主要項目
貸倒引当金戻入益 721千円

 

※３ 特別利益のうち主要項目 

退職給付制度
移行利益 

 
141,418千円

 
※４ 特別損失のうち主要項目 

――――― 
※４ 特別損失のうち主要項目
固定資産除却損 2,849千円
投資有価証券評価損 14,249千円
  

※４ 特別損失のうち主要項目 
固定資産除却損 781千円

５ 減価償却実施額 
有形固定資産 9,413千円
無形固定資産 20,964千円

５ 減価償却実施額
有形固定資産 10,373千円
無形固定資産 21,557千円

５ 減価償却実施額 
有形固定資産 19,271千円
無形固定資産 41,939千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 1.普通株式の自己株式の株式数の増加100株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 2.普通株式の自己株式の株式数の減少160株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 
  

２ 配当に関する事項 

  
  
(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

株式の種類 
前事業年度末 
（株） 

当中間会計期間 
増加株式数（株） 

当中間会計期間 
減少株式数（株） 

当中間会計期間末 
（株） 

発行済株式 
普通株式 

6,278,400 ― ― 6,278,400 

自己株式 
普通株式 

253,180 100 160 253,120 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 150,630 25 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金 
及び預金勘定 

1,936,657千円

取得日から 
３ヵ月以内に 
満期日又は 
償還日の到来 
するCP等 

99,937千円

現金及び 
現金同等物 

2,036,595千円

※１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金 
及び預金勘定 

1,226,908千円

現金及び 
現金同等物 

1,226,908千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金
及び預金勘定 

2,216,363千円

現金及び
現金同等物 

2,216,363千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  工具、
器具及
び備品 
（千円） 

ソフト
ウェア 
  

（千円） 

  
合計 
  

（千円）

取得価額 
相当額 

70,557 2,207 72,765

減価償却
累計額 
相当額 

31,530 783 32,314

中間期末 
残高 
相当額 

39,027 1,423 40,450

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  工具、
器具及
び備品 
（千円）

ソフト
ウェア 
  

（千円）

合計 
  

（千円）

取得価額 
相当額 

71,565 2,207 73,772

減価償却
累計額 
相当額 

36,794 1,519 38,314

中間期末 
残高 
相当額 

34,770 687 35,458

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  工具、
器具及
び備品 
（千円） 

ソフト
ウェア 
  

（千円） 

  
合計 
  

（千円）

取得価額
相当額 

83,847 2,207 86,054

減価償却
累計額 
相当額 

45,059 1,151 46,211

期末
残高 
相当額 

38,787 1,055 39,843

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 21,061千円

１年超 19,721千円

合計 40,782千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 19,941千円

１年超 15,955千円

合計 35,896千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 20,704千円

１年超 19,551千円

合計 40,255千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 12,841千円

減価償却費相当額 12,504千円

支払利息相当額 331千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 12,234千円

減価償却費相当額 11,881千円

支払利息相当額 379千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 26,474千円

減価償却費相当額 25,753千円

支払利息相当額 758千円

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  …リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  …同左 

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  …同左 

 ・利息相当額の算定方法 

  …リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については利息法によっ

ております。 

 ・利息相当額の算定方法 

  …同左 

 ・利息相当額の算定方法 

  …同左 



(有価証券関係) 

  

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評

価損14,249千円を計上しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

取得原価

(千円) 

中間貸借 
対照表 
計上額 
(千円) 

差額 

(千円) 

取得原価

(千円) 

中間貸借
対照表 
計上額 
(千円) 

差額 

(千円) 

取得原価 

(千円) 

貸借 
対照表 
計上額 
(千円) 

差額 

(千円) 

その他有価証券            

① 株式 151,447 366,298 214,850 448,247 679,786 231,538 151,447 474,100 322,652

② その他 58,384 63,196 4,812 58,946 65,624 6,677 58,664 69,231 10,566

計 209,831 429,494 219,663 507,194 745,410 238,216 210,112 543,331 333,219

内容 

前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

その他有価証券       

① 非上場株式 228,750 214,500 228,750 

② 社債 45,500 45,500 45,500 

③ コマーシャル・ペーパー 99,937 ― ― 

計 374,187 260,000 274,250 



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間においてストック・オプションを付与等していないため、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

  
(注) １ 前中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している潜在株式がないため記載し

ておりません。 

２ 当中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であるため記載しておりませ

ん。 

３ １株当たり中間（当期）純利益又は１株当たり中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

４ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額  814円60銭 １株当たり純資産額  811円86銭 １株当たり純資産額  859円92銭 

１株当たり中間純利益  30円54銭 １株当たり中間純損失  13円71銭 １株当たり当期純利益  64円71銭 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益     ― 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益     ― 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益  64円62銭 

  前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益金額     

中間(当期)純利益 

又は中間純損失（△） 

(千円) 

184,032 △82,609 389,921 

普通株式に係る中間(当期)純
利益又は中間純損失（△）(千
円) 

184,032 △82,609 389,921 

普通株主に帰属しない金額(千
円) 

― ― ― 

普通株式の期中平均株式数
(株) 

6,025,562 6,025,225 6,025,493 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額     

中間（当期）純利益調整額(千
円) 

― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益の算定に用いられた
普通株式増加数の主要な内訳
（株） 
新株予約権（平成17年６月29
日株主総会特別決議） ― ― 8,219 

普通株式増加数(株) ― ― 8,219 

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要 

新株予約権４種類(新株
予約権の数3,892個)で
あります。新株予約権
の概要は「新株予約権
等の状況」に記載して
おります。 

平成15年６月27日株主総
会特別決議 
（新株予約権921個） 
平成16年６月29日株主総
会特別決議 
（新株予約権942個） 
平成17年６月29日株主総
会特別決議 
（新株予約権954個） 

平成14年６月27日株主
総会特別決議 
（新株予約権954個） 
平成15年６月27日株主
総会特別決議 
（新株予約権959個） 
平成16年６月29日株主
総会特別決議 
（新株予約権978個） 

  前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

純資産の部の合計額（千円） ― 4,891,677 ― 

純資産の部の合計額から控除
する金額（千円） 

― ― ― 

普通株式に係る純資産額 
(千円) 

― 4,891,677 ― 

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数
（株） 

― 6,025,280 ― 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第53期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に提出。 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

ティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているティー

ディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第53期事業年度の

中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成17年12月21日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  村  上  眞  治  印 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  中  桐  光  康  印 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

ティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているティー

ディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第54期事業年度の

中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成18年12月20日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  村  上  眞  治  印 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  中  桐  光  康  印 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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